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	■報告題目（40字以内）

障害者雇用とディスアビリティ
―「ダブルカウント方式」への一考察
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私は、６年半ほど前、脳出血のため入院し、その後遺症で、失語症、右上肢・下肢全廃の１種１級の身体障害者になりました。それまで健常者として過ごしてきたものが、ある日突然、いろいろなことが変わってしまい、自分としては、あらゆることを考え直さなければならないような気がして、収拾がつかない状態でした。

簡単に言えば、自分の生きEQ \* jc3 \* "Font:HGS教科書体" \* hps14 \o\al(\s\up 13(にく),難さ)について、すべて自分の責任において解決しなければいけないような気がして、そして、解決することができない問題が次々と多くなり、社会生活からドロップアウトして、生きているだけの生活へ向かってゆくような気がしていました。
そんな時、当事者学としての障害学に出会い、基本的なスタンスのヒントを与えてもらった気がします。端的に言えば、社会モデルによる捉え方です。個人的生きEQ \* jc2 \* "Font:HGS教科書体" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(にく),難)さとしてのインペアメントと、そんなインペアメントを持った個人を、社会が受け入れようとしないディスアビリティの視点です。
まだ障害学として取り組んでから期間も短いので、自分の中での体系も隙間だらけのような気もしますが、いつ無くなってしまうかわからない寿命を考えると、あらゆるところに存在するディスアビリティについて、当事者としての目線で、位置付けてゆきたいと思います。

今回は、障害者雇用という課題から、行政側の福祉政策とその対象となる障害者のニーズの間の、断層のような食い違いについて、その一端を述べてみたいと思います。

　なお、以下の詳細な議論につきましては、論文にしたものがございますので、そちらもご参照ください。
ダブルカウント方式を簡単に説明しますと、障害者雇用率制度において、重度の身体障害者を1人雇用すると、障害者雇用率を2人分としてカウントでき、企業が重度障害者雇用の促進を図る、積極的優遇策の一つとされます。企業は、障害者雇用率を達成しないと、不足人数１人当り月額５万円の雇用納付金を納付する義務があり、早期に雇用率を達成できる方法としてダブルカウント方式が理解されています。また、法定雇用率を超えて障害者を雇用している企業には、障害者雇用調整金や報奨金が支給されます。
ここで、「重度」と判定する基準は、障害者の持っている手帳の等級のみによるものです。具体的には、身体障害者手帳1・2級所持者、療育手帳Ａ所持者ということになります。ただ、手帳の等級のみによる位置づけは、本当の意味における障害者の労働力の位置づけとは一致せず、この制度の中で雇用されても、障害者の労働力は、正しく理解され評価されているとは言えないのです。いわゆるデキナイ労働者を、いかにして量を雇用させるかという制度で、このような制度では、限界があると言えます。

ここで言う「デキナイ労働者」は、「生産能力の低い人、企業にとっては経済的負担になる人、そのために企業間の不公平さをなくすために雇用納付金制度を実施する」という、マイナスのイメージでとらえられたものであり、「能力の低い人というとらえ方です。」というとらえ方をされた人たちで、健常者よりも仕事が「デキナイ労働者」とされる人たちのことです。しかし、障害者の労働能力を正当に評価してみれば、必ずしも、デキナイとばかりは言えないはずだと思います。今の障害者の労働能力の評価は、必要とされる職能の評価ではなく、通勤やトイレ等の設備が必要か、といったことが障害者を雇用する際の評価となっているように思います。
東氏も「ダブルカウント制度は、障害の軽重で別の取り扱いをするものであるし、ダブルカウントされる側に二重の恥辱をあたえるものである」と述べられています。１人とカウントされるのか２人とカウントされるのかということの、障害者の立場でのとらえ方の一つではないかと思います。よい制度だとする行政の判断の中に、障害者のそんな思いは反映されてはいないようです。雇用されるかどうかに困難が存在し、採用されたとしても、また困難を生じさせる制度が、ダブルカウント制度だと言えます。
　ダブルカウント方式は、企業にとっての障害者雇用率達成という法令遵守を高める意味と、重度障害者の雇用を促進する役割を持っており、目的は雇用される障害者の量を増加させることでありました。最初から、障害者の実雇用率が増加しても、障害者雇用率の未達成企業の割合が改善されないという問題は存在ましたが、重度障害者の雇用数は確かに増加しました。

　しかし、そんな、障害者の中に、雇用された人にも雇用されなかった人にも問題を残し、施策の中で、大きな予算が動くダブルカウントという制度は、すぐにでも運用方法を見直し、少なくとも非人道的なダブルカウントということの意味、労働における「重度」の意味、法定雇用率が未達成のときの納付金の金額の意味などを、障害者に理解できるように説明すべきだと思います。その制度の中で右往左往する障害者の思いには全く頓着がないような、行政の障害者施策の方針が表れているような気がします。

まだ、資料が集まらず、限定的な期間での分析ですが、納付金単価は、障害者を雇用するときに大きな影響はなく、むしろ雇用する企業数が増えることに大きくかかわっていて、多くの障害者を1つの企業で抱えるのではなく、法定雇用率に近いところで雇用が行われていると推定されます。
　そして、企業にとっては、納付金の金額よりも、法定雇用制度による雇用率を遵守することが重要であり、その際のダブルカウント方式の有無はあまり問題にされないことが窺われます。
納付金単価やダブルカウントの存在は、障害者の雇用に、多くは影響しないことがわかります。
そして、法定雇用率に対する実雇用率の割合や障害者雇用企業数が、障害者の雇用に一定の影響を持っており、障害者を雇用する企業数が増えることによって障害者雇用は増加することが考えられます。

　だとすれば、納付金の金額やダブルがトリプルでも、企業の雇用行動には、あまり影響がないことになります。

結局、ダブルカウント方式は、重度障害者にとっては、特別の意味を含んだ雇用となり、その中では、自身の労働が、正しく判断されることなく位置付けられ、給与や待遇にも不安をもたらすようなものとなっているのです。障害者にとって、社会の制度や構造、さらには意図されたり、無意識かもしれない偏見といったディスアビリティが、社会参加を阻害しているといえます。

　そして、職務に対するインペアメントに対しては、ある意味、特別な配慮は必要でありましょうし、本人の努力や周りの配慮は分かり易く、建設的でありましょう。しかし、量的コンプライアンスのみを目指したダブルカウント方式による特別の意味を含んだ雇用は、障害者にとっては、いくつかのディスアビリティを形成することになっていると言わざるをえません。また、重度障害者という概念も、「重度」という言葉が示すものと現実の障害者の作業能力が必ずしも一致せず、障害者の労働力が正しく評価されないことによる、「給与や待遇にも判然としない(西村)」ものが見られることになります。

　ここでは、あまり詳しく述べる時間はありませんが、低く抑えられた賃金や昇給、昇任に対する不明確さ、もっと言えば、非正規雇用あるいは、３年間などの期限付雇用という身分で、障害者が、ダブルカウントを受け入れているということです。はっきりと、何が出来て、何が出来ないと言うことの位置づけがあり、それに応じた賃金や身分の規定があるのならいいのですが、ひとまとめに障害者と捉えられ、不明確な労働条件に置かれています。ダブルカウントという制度も特別の意味を含んだ雇用ということを、もっとも端的に表しているものだと思います。
他の先進国のように、障害者の雇用を特別なもの、規格外のものとして扱わず、一般の労働者市場対策の中に障害者も統合する（手塚書ｐ322）というのは、ある意味理想的です。しかし、日本の国民の「障害教育」の現状を考えると、制度がそのように動いても、ディスアビリティの存在はいつまでも大きな問題としてあり続けるでしょう。
障害者が雇用されないことや意図しないディスアビリティも存在し、これらの詳細な議論は別の機会に譲ります。また、障害者の社会参加の観点でも、EQ \* jc2 \* "Font:HGS教科書体" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(たていわ),立岩)氏が『希望について』のなかで、「できない・と・はたらけない―障害者の労働と雇用の問題」と題した1文で、「差別」という言葉で障害者の雇用におけるディスアビリティについて指摘されています。場合分けをして、詳細に思考されていますが、結局、障害者は「できない」として、できない（はたらけない）ものに財の分配を行う理論に入ってしまっています。

　障害者にとって、「できない」ところから出発する方がいいのか、できるところまでで、インペアメントはあったとしても、社会参加してゆくのがいいのかは議論の分かれるところではないでしょうか。

　積極的に障害者を労働市場から排除する見解はどこにも見られませんが、障害者が雇用されることにはディスアビリティが存在するのです。

制度と障害者の雇用という現象の中で、ディスアビリティの出現形態は様々でしょう。時間はかかりますが、すべての国民が、障害ということを理解し、どのように考えてゆくのかというアイデンティティーの形成が不可欠であろうと思います。
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